
(〒 ) ）

年 4 月 1 日から あり（　　１　か月） なし

年 3 月3 1 日まで 円 

年 月 日から 円 

年 月 日まで 円 

( )  

その他 （ ）

    廃止後、岐阜市内に他の支店等がありますか。 （　　　あり 　なし ） 年

)

議事録の写 その他（ ) 

(〒 ) 全税目の送付先変更

( )  

事業所床面積が800㎡を超えます

従業員数が80人を超えます

( )  

10,000,000

10,000,000

10,000,000

※確定申告書などを本店所在地以外に送付を希望する場合は、送付先住所を記入してください。

△△税理士事務所　△△　次郎

9 0 1 2 3

R〇

345672

法 人 設 立 ( 変 更 ) 等 申 告 書

設 立 ・ 開 設
年 月 日

令和〇

8

受付印 法人番号 管 理 番 号

６01234 5 6 7 8

本店所在地
○○○－○○○○ 電話（ ○○○－○○○－○○○○

愛知県○○市○○町○○丁目○○番地

1

年 月 日
ふ り が な まるまるさんぎょう　かぶしきかいしゃ

決 算 日

法人等の名称 ○○産業　株式会社
岐 阜 市 長 殿

3月

代表者氏名 ○○　太郎
31日

年 4 月 6 日 事 業 の 目 的 婦人服製造業

設　　　　　　　　　立

事 業 年 度
（初年度）

　申告期限の延長

資本金の額又は出資金の額

事 業 年 度
（次年度以降）

資本金の額及び資本準備金の額の合算額

資本金等の額

R△

市 内 の 支 店
等 の 名 称

電話 ０５８－△△△－△△△△

支 店 等 の 開 設

　　△△事務所　　※支店が複数ある場合は別紙(様式任意)にて記入してください。

市 内 の 支 店
等 の 所 在 地

岐阜市 司町○○番地
所轄

税務署
○○

税務署

市 内 に 本 店 所 在 地 が あ る 場 合 公益法人等で
ある場合

収益事業を
     行う

収益事業を
行わない他の自治体に支店等がありますか  あり なし

法人名 (組織) 変更 変 更 前 変 更 後 異動年月日

本 店 所 在 地 変 更   　　　年　　　　月　　　　日  

支店 等所 在地 変更

支 店 等 名 称 変 更   　　　年　　　　月　　　　日  

代 表 者 変 更
事業年度（決算期）変

更
　　　  年　　　　月　　　　日  

資 本 金 の 額 等 変 更 本店所在地が市外へ異動した場合の旧本店所在地（岐阜市内）の状況 廃  止  存  続

収益事業の開始・終了 　決算期変更後最初の事業年度 年 月 日 ～ 年 月 日

収益事業開始日 年 月 日 収益事業終了日 年 月 日

会 社 分 割 　　　分割型 　　分社型 　　その他 分割年月日 年 月 日

支 店 等 の 廃 止
　　支店等の所在地 廃止年月日

住 所
電話 ( 異動年月日

解 散 ・ 破 産 開 始
年 月

清算結了・破産終結 年

休 業 連     絡     人
清     算     人
破 産 管 財 人
被 合 併 法 人

 　登記事項証明書の写
 　（履歴事項全部証明書）

合併契約書の
写

分割契約書の

日 残余財産確定日

日
合 併 氏 名 ・ 名 称

月

本 店 所 在 地 以 外 の
送 付 先 ・ 連 絡 先

法人市民税のみ送付先変更

月 日

添 付 書 類 　 　定款の写  

電話

該
当
す
る
項
目
の
□
に
チ
ェ
ッ

ク
（

レ
点
）

し
て
く
だ
さ
い
。

月 日

年

事 業 所 税 の
申 告 義 務

有　・　無 今回の異動により、岐阜市内の

備 考

関 与 税 理 士 氏 名
電話 ０５８－２１４－△△△△

※記入例（岐阜市内に支店等の開設） 最初の６は固定番号です。

国税局の「法人番
号指定通知書」記
載の１３桁の番号で

すでに、岐

阜市内に支

店等がある

場合は、申

告書記載の

１０桁の管

理番号を記

入してくださ

い。

決算月／
決算日

登記事項
証明書に
記載されて
いる主な事
業目的を
記入してく
ださい。

ありの場合
は、月数を
記入してく
ださい。
①税務署
からの申告
期限延長
の決定通
知、又は②
延長の特
例の申請
書（税務署
への提出
書類で受
付印の押
印のあるも
の）を添付
してくださ
い。

「支店等の開設」の場合は、
これらの項目は記入不要です。

本店の所
轄税務署
を記入して
ください。

エルタック
スによる提
出の場合
は、ＰＤＦ
ファイルを
添付してく
ださい。

すでに、岐
阜市内に
支店がある
場合は、添
付資料は
不要です。

岐阜市内
の事業所
の総床面
積が８００
㎡以上又
は従業員
数の合計
が８０名以
上の場合
はその旨を
ご記入くだ
さい。事業
所税の申
告義務が
あります。

税理士が
関与してい
る場合は必
ず記入して
ください。


